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1．用途地域見直しの背景
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「適切な⼟地利⽤誘導のための⽤途地域の⾒直し」

⼟地利⽤の現況・動向や、令和４年２⽉に改訂された「飯塚市都
市計画マスタープラン」を踏まえ、⽤途地域の⾒直しを⾏います。

令和元年に頴⽥⽀所が移転したことに伴い、移転先の周辺市街地
や集落を⽀える⽇常的な⽣活サービスの拠点としての活性化を図る
とともに、住宅地の環境を保護する⽤途地域の指定を⾏います。

■用途地域見直しの方針



２．用途地域の変更について

出典︓国⼟交通省HP

■用途地域とは

⽤途地域は地域の特性を活かし、調和のとれたまちづく
りのために、住宅・工場・店舗・事務所などの建築物の⽤
途、形態、規模などのルールを定めるものです。

都市には、住宅・工場・店舗・事務所などのさまざまな
⽤途の建物があります。

これらの建物が無計画に建てられると、騒音や⽇照阻害
等により、⽣活環境が悪化したり、災害に弱いまちになっ
たりします。そのため、都市全体の⼟地利⽤の計画に基づ
いて地域を区分し、建物の⽤途、形態、規模を定めていま
す。

本市では住居系、商業系、工業系の11種類を定めています。

図︓筑豊広域都市計画総括図（飯塚市）
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２．用途地域の変更について

住居系

■用途地域の構成

商業系

工業系

低層住宅のための地域。
小規模なお店や事務所をかねた住
宅、小中学校などが建てられます。

主に低層住宅のための地域。
小中学校などのほか、150㎡まで
の一定のお店などが建てられます。

中⾼層住宅のための地域。
病院、大学、500㎡までの一定の
お店などが建てられます。

住居の環境を守るための地域。
3,000㎡までの店舗、事務所、ホ
テルなどは建てられます。

主に住居の環境を守るための地域。
店舗、事務所、ホテル、カラオケ
ボックスなどは建てられます。

道路の沿道において、⾃動⾞関連
施設などの⽴地と、これと調和し
た住居の環境を保護するための地
域です。

主に軽工業の工場やサービス施設
等が⽴地する地域。
危険性、環境悪化が大きい工場の
ほかは、ほとんど建てられます。

どんな工場でも建てられる地域。
住宅やお店は建てられますが、学
校、病院、ホテルなどは建てられ
ません。

工場のための地域。
どんな工場でも建てられますが、
住宅、お店、学校、病院、ホテル
などは建てられません。

まわりの住⺠が⽇⽤品の買物など
をするための地域。
住宅や店舗のほかに小規模の工場
も建てられます。

銀⾏、映画館、飲⾷店、百貨店な
どが集まる地域。
住宅や小規模の工場も建てられま
す。

出典︓国⼟交通省HP
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■建築物用途の制限

２．用途地域の変更について
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■建ぺい率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合）、
容積率（建築物の総延面積（１F＋２F）に対する敷地面積の割合）の制限

２．用途地域の変更について
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※建物を上から見た図※建物を上から見た図

■建ぺい率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合）、
容積率（建築物の総延面積（１F＋２F）に対する敷地面積の割合）の制限

■建ぺい率＝建築面積／敷地面積×100 ■容積率＝延べ床面積／敷地面積×100

２Fの床面積 300㎡

敷地面積 1,000㎡

２F

１F

敷地

敷地

１F

１F敷地

２F

１Fの床面積（建築面積）500㎡

延べ床面積
（１F,２Fの床面積の合計）

800㎡

２．用途地域の変更について
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■変更内容について 頴田支所周辺
現在の「用途地域の指定なし」から、変更後は「第一種住居地域」になります。

２．用途地域の変更について
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第一種住居地域

住居の環境を守るための地域。
3,000㎡までの店舗、事務所、
ホテルなどは建てられます。

⽤途地域の指定のない区域

床面積が10,000㎡を超える商
業施設等を除き、ほとんど建て
られます。

※福岡県との協議内容に
より、変更の可能性あり。



■変更前

・
・
・
変
更
箇
所

■変更後
■変更内容について 頴田支所周辺（用途の制限など）

２．用途地域の変更について
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※福岡県との協議内容により、
変更の可能性あり。



■関連計画について

２．用途地域の変更について
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頴田支所周辺は市街地ゾーンに位置付けられた場所であり、各支所周辺につい
ては、地域拠点として位置付けられていますが、現状では生活利便施設が充足し
ているとは言えないため、適切な都市機能の誘導を行い、地域拠点の魅力向上・
機能強化を進めていく必要があります。

都市計画マスタープラン（※1）での位置づけ都市計画マスタープラン（※1）での位置づけ

（※1）都市計画マスタープランとは、市が都市計画法に基づき、市民意見を反映させながら、都
市の将来像、土地利用や道路・公園等の都市施設の整備方針等、基本的な方向性を示したまちづ
くりの総合的な指針です。

立地適正化計画における都市機能誘導区域及び居住誘導区域について、地域拠
点である頴田支所周辺は区域外となっています。今回の用途地域の見直しと併せ
て都市機能誘導を図る必要があるため、R5、R6年度の立地適正化計画の見直しの
際には都市機能誘導区域及び居住誘導区域とすることを検討しています。

立地適正化計画（※2）での位置づけ

（※2）立地適正化計画とは、人口減少や生産年齢人口（15～64歳人口）の減少・少子高齢化が進展して
いく中で、暮らしやすさ（居住や商業・医療などの暮らしに必要な施設の確保）や公共交通の使
いやすさについて、将来への対応を考えていく計画です。



３．今後のスケジュール
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※福岡県との協議状況等により、スケジュールは前後致します。
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